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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第２四半期
連結累計期間

第71期
第２四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 16,882,293 19,604,068 40,555,001

経常利益 （千円） 467,196 272,345 1,781,315

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 238,875 157,922 899,776

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 302,180 211,176 1,143,384

純資産額 （千円） 6,751,309 7,707,686 7,593,106

総資産額 （千円） 28,892,036 27,968,442 31,219,424

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.60 7.67 43.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.6 23.2 20.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 246,876 △1,309,516 2,548,820

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △61,255 △8,154 △101,358

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △429,165 △1,113,817 △524,751

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 4,897,190 4,638,420 7,071,158

 

回次
第70期

第２四半期
連結会計期間

第71期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.26 3.77

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州の金融不安や中国経済・新興国経済の減速への懸念があ

るものの、個人消費は底堅く企業収益も好調に推移しており、全体として緩やかな回復基調が続いております。

　建設業界におきましては、受注環境は堅調に推移しておりますが、技術者・技能労働者の需給状況や建設資材費

の価格動向に今後も注視が必要であり、先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況の中、当社グループはお客様の信頼確保を第一に、技術・品質・価格の総合的な競争力の向上に

努め、受注と利益の確保に取り組んでまいりました。その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が

19,604百万円（前年同四半期比16.1％増）となりました。利益につきましては、営業利益329百万円（前年同四半

期比1.0％減）、経常利益272百万円（前年同四半期比41.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益157百万円

（前年同四半期比33.9％減）となりました。

　また、当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

　セグメントの業績を示すと、次の通りであります。なお、当社グループでは、セグメント利益については四半期

連結損益計算書の売上総利益を基礎としております。

（建築セグメント）

　国内での建築工事に関する事業より構成され、売上高は10,122百万円（前年同四半期比28.9％増）、セグメン

ト利益は891百万円（前年同四半期比82.7％増）となりました。

（土木セグメント）

　国内での土木工事に関する事業より構成され、売上高は6,966百万円（前年同四半期比2.2％増）、セグメント

利益は516百万円（前年同四半期比25.1％減）となりました。

（海外セグメント）

　海外での工事に関する事業より構成され、売上高は1,287百万円（前年同四半期比19.4％減）、セグメント損

失は197百万円（前年同四半期セグメント利益40百万円）となりました。

（不動産セグメント）

　不動産事業における売上高は856百万円（前年同四半期比283.3％増）、セグメント利益は136百万円（前年同

四半期比9.7％増）となりました。

（その他のセグメント）

　資機材の販売・賃貸等その他の事業に関する売上高は370百万円（前年同四半期比6.5％減）、セグメント利益は

44百万円（前年同四半期比16.0％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、4,638百万円と、前連

結会計年度末に比べ2,432百万円の減少（34.4％減）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,309百万円の支出となりました

（前年同四半期は246百万円の収入）。その主な要因は、売上債権は増加したものの、仕入債務が減少したことに

よるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、8百万円の支出となりました（前年

同四半期は61百万円の支出）。その主な要因は、有形固定資産の売却による収入及び取得による支出等によるもの

です。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,113百万円の支出となりました

（前年同四半期は429百万円の支出）。その主な要因は、短期・長期借入金の返済、社債の償還による支出等によ

るものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は2,030千円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,244,000

計 62,244,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 22,072,850 22,072,850
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 22,072,850 22,072,850 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 22,072,850 － 2,368,032 － 1,232,784
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

徳友会グループ持株会 名古屋市中区錦三丁目13番５号 1,737 7.87

三徳物産株式会社 名古屋市中区錦三丁目13番５号 1,248 5.65

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,010 4.58

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 792 3.59

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 700 3.17

大成インベストメント株式会社 東京都葛飾区西新小岩三丁目５番１号 630 2.85

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目２６番１号 607 2.75

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋一丁目18番６号 600 2.72

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 580 2.63

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 570 2.58

計 － 8,474 38.39

（注）　上記のほか当社所有の自己株式1,257千株（5.69％）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　1,257,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　20,711,000 20,711 －

単元未満株式 普通株式　　　104,850 － －

発行済株式総数 22,072,850 － －

総株主の議決権 － 20,711 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式453株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

徳倉建設株式会社

名古屋市中区錦三丁目13番

５号
1,257,000 － 1,257,000 5.69

計 － 1,257,000 － 1,257,000 5.69

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,359,027 4,902,198

受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 11,425,747 ※２ 10,371,129

販売用不動産 670,390 167,977

未成工事支出金 1,446,111 2,001,418

商品及び製品 4,273 －

材料貯蔵品 4,104 2,821

繰延税金資産 250,071 246,080

その他 1,125,851 1,382,590

貸倒引当金 △12,025 △10,078

流動資産合計 22,273,552 19,064,138

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,865,273 3,855,409

減価償却累計額 △2,329,264 △2,242,982

建物及び構築物（純額） 1,536,009 1,612,426

機械装置及び運搬具 384,922 397,888

減価償却累計額 △276,340 △298,194

機械装置及び運搬具（純額） 108,582 99,694

船舶 77,926 257

減価償却累計額 △54,047 △257

船舶（純額） 23,878 0

工具、器具及び備品 168,088 185,591

減価償却累計額 △153,749 △157,455

工具、器具及び備品（純額） 14,339 28,136

土地 4,710,934 4,710,370

建設仮勘定 48,738 1,700

その他 3,960 7,740

減価償却累計額 △1,254 △1,839

その他（純額） 2,706 5,901

有形固定資産合計 6,445,187 6,458,229

無形固定資産   

その他 88,680 78,807

投資その他の資産   

投資有価証券 1,735,143 1,717,200

長期貸付金 281,486 275,939

繰延税金資産 55,957 55,964

長期未収入金 338,520 321,063

破産更生債権等 10,637 10,547

その他 209,514 211,936

貸倒引当金 △219,255 △225,384

投資その他の資産合計 2,412,003 2,367,267

固定資産合計 8,945,871 8,904,303

資産合計 31,219,424 27,968,442
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 9,171,252 6,902,237

電子記録債務 1,448,145 1,119,703

短期借入金 4,084,368 3,776,339

1年内償還予定の社債 258,400 248,400

未払法人税等 453,571 106,782

未成工事受入金 2,288,680 2,725,560

完成工事補償引当金 157,942 158,618

工事損失引当金 359,944 477,922

賞与引当金 119,535 127,501

その他 542,497 572,063

流動負債合計 18,884,338 16,215,128

固定負債   

社債 403,200 279,000

長期借入金 3,618,174 3,052,247

長期未払金 37,240 37,240

再評価に係る繰延税金負債 98,785 98,785

環境対策引当金 2,394 2,394

退職給付に係る負債 445,643 448,854

資産除去債務 9,446 9,489

その他 127,095 117,616

固定負債合計 4,741,979 4,045,627

負債合計 23,626,317 20,260,756

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,368,032 2,368,032

資本剰余金 1,527,310 1,527,282

利益剰余金 2,817,832 2,897,483

自己株式 △164,302 △164,439

株主資本合計 6,548,872 6,628,359

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 364,770 353,894

土地再評価差額金 △542,862 △542,862

為替換算調整勘定 11,211 10,322

退職給付に係る調整累計額 43,803 43,703

その他の包括利益累計額合計 △123,077 △134,942

非支配株主持分 1,167,311 1,214,268

純資産合計 7,593,106 7,707,686

負債純資産合計 31,219,424 27,968,442
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※２ 16,882,293 ※２ 19,604,068

売上原価 15,562,354 18,196,789

売上総利益 1,319,939 1,407,279

販売費及び一般管理費 ※１ 986,453 ※１ 1,077,291

営業利益 333,485 329,988

営業外収益   

受取利息及び配当金 24,271 11,604

為替差益 188,427 －

その他 18,152 16,014

営業外収益合計 230,851 27,618

営業外費用   

支払利息 67,064 49,394

為替差損 － 16,652

その他 30,077 19,215

営業外費用合計 97,141 85,261

経常利益 467,196 272,345

特別利益   

固定資産売却益 2,159 86,925

投資有価証券売却益 4,831 －

特別利益合計 6,991 86,925

特別損失   

固定資産除売却損 376 2,703

減損損失 29,540 －

その他 6,382 564

特別損失合計 36,298 3,267

税金等調整前四半期純利益 437,888 356,003

法人税等 203,027 132,067

四半期純利益 234,860 223,935

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△4,014 66,012

親会社株主に帰属する四半期純利益 238,875 157,922

 

EDINET提出書類

徳倉建設株式会社(E00079)

四半期報告書

11/22



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 234,860 223,935

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 90,771 △10,868

為替換算調整勘定 △2,403 △1,789

退職給付に係る調整額 △21,048 △100

その他の包括利益合計 67,319 △12,758

四半期包括利益 302,180 211,176

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 307,391 146,058

非支配株主に係る四半期包括利益 △5,211 65,118
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 437,888 356,003

減価償却費 89,318 86,959

減損損失 29,540 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,712 4,180

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △407 676

工事損失引当金の増減額（△は減少） 68,103 117,978

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,462 7,966

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6,464 △375

受取利息及び受取配当金 △24,271 △11,604

支払利息 67,064 49,394

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △4,831 －

固定資産除売却損益（△は益） △1,783 △84,221

売上債権の増減額（△は増加） 2,536,679 1,051,749

立替金の増減額（△は増加） 123,482 77,583

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,111,098 △47,336

仕入債務の増減額（△は減少） △2,213,162 △2,595,078

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,058,587 437,667

その他の流動資産の増減額（△は増加） △346,167 △339,803

その他の流動負債の増減額（△は減少） △173,377 △10,270

為替差損益（△は益） △19,695 11,435

その他 5,721 3,622

小計 524,876 △883,475

利息及び配当金の受取額 23,278 11,860

利息の支払額 △67,804 △48,080

法人税等の支払額 △233,473 △389,820

営業活動によるキャッシュ・フロー 246,876 △1,309,516

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △127,689 △145,300

定期預金の払戻による収入 192,259 169,389

有形固定資産の取得による支出 △152,690 △151,932

有形固定資産の売却による収入 3,623 116,097

無形固定資産の取得による支出 － △170

投資有価証券の取得による支出 △710 △5,070

投資有価証券の売却による収入 32,321 7,165

貸付けによる支出 △19,177 △19,176

貸付金の回収による収入 9,490 21,299

その他の支出 △7,252 △12,814

その他の収入 8,568 12,357

投資活動によるキャッシュ・フロー △61,255 △8,154
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 19,165,160 11,130,217

短期借入金の返済による支出 △19,966,951 △11,381,600

長期借入れによる収入 1,200,000 201,000

長期借入金の返済による支出 △639,335 △823,201

社債の償還による支出 △170,200 △134,200

自己株式の取得による支出 △478 △136

配当金の支払額 △312 △77,457

非支配株主への配当金の支払額 △7,000 △18,143

リース債務の返済による支出 △10,047 △10,251

その他の支出 － △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △429,165 △1,113,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,828 △1,249

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △235,715 △2,432,738

現金及び現金同等物の期首残高 4,932,041 7,071,158

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 200,863 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 4,897,190 ※１ 4,638,420
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、決算日が12月31日である連結子会社は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行っておりますが、連結財務諸表のより適正な開示を図るため、三徳物産株式

会社については、連結決算日に仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　この仮決算の実施により、当第２四半期連結累計期間の連結財務諸表は、当該子会社の平成27年１月１日から平

成27年９月30日までの９ヶ月間を連結しております。

 

 

（会計方針の変更等）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

(1）連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

従業員 4,333千円 3,653千円

 

(2）次の会社の分譲住宅販売に係る手付金等受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

宝交通㈱ －千円 61,630千円

第一リアルター㈱ 100,000千円 －千円

明和地所㈱ 49,908千円 56,538千円

計 149,908千円 118,168千円

 

※２　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形割引高 2,667千円 5,000千円

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

　　至　平成27年９月30日）

従業員給与手当 422,371千円 424,608千円

退職給付費用 21,823千円 23,188千円

賞与引当金繰入額 40,840千円 39,331千円

貸倒引当金繰入額 △18,911千円 △490千円

 

※２　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金 5,145,057千円 4,902,198千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △247,867千円 △263,778千円

現金及び現金同等物 4,897,190千円 4,638,420千円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 82,369 4 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計

 建築 土木 海外 不動産 計

売上高        

外部顧客への売上高 7,851,934 6,813,503 1,596,740 223,514 16,485,692 396,600 16,882,293

セグメント間の内部売

上高又は振替高
3,425 153,060 － 44,664 201,149 702,774 903,924

計 7,855,359 6,966,563 1,596,740 268,178 16,686,842 1,099,375 17,786,217

セグメント利益又は損

失（△）
487,729 689,155 40,616 124,448 1,341,950 53,399 1,395,350

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資機材販売事業

等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,341,950

「その他」の区分の利益 53,399

セグメント間取引消去 △75,410

四半期連結損益計算書の売上総利益 1,319,939

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当社子会社が保有する一部の固定資産について減損の兆候が認められるため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。なお、当第２四半期連結累計期間

における減損損失の計上額は、「不動産」において 29,540千円であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計

 建築 土木 海外 不動産 計

売上高        

外部顧客への売上高 10,122,970 6,966,077 1,287,435 856,763 19,233,246 370,822 19,604,068

セグメント間の内部売

上高又は振替高
11,430 26,694 － 40,197 78,322 647,207 725,530

計 10,134,400 6,992,771 1,287,435 896,960 19,311,568 1,018,030 20,329,599

セグメント利益又は損

失（△）
891,148 516,106 △197,164 136,537 1,346,628 44,851 1,391,480

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資機材販売事業

等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,346,628

「その他」の区分の利益 44,851

セグメント間取引消去 15,799

四半期連結損益計算書の売上総利益 1,407,279

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円60銭 7円67銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 238,875 157,922

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
238,875 157,922

普通株式の期中平均株式数（株） 20,594,908 20,592,130

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月12日

徳倉建設株式会社

取締役会　御中

 

栄監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 楯　　　　　泰　　治　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 横　　井　　陽　　子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている徳倉建設株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、徳倉建設株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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